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１ 計画策定の趣旨（目的） 

この「やさしいたからづか推進計画」は、本市が行政機関をはじめとする支援

機関とともに、自死で亡くなる方が少しでも減るように「どのような取組を行う

のか」ということや、自殺対策を推進するための方針等について、総合的に提示

するものです。 

平成 18年（2006年）10月に自殺対策基本法（以下「基本法」という。）が施

行されて以降、「個人の問題」と認識されがちであった自殺は、広く「社会の問

題」と認識されるようになり、自殺対策が総合的に推進された結果、全国的な自

殺者数の年次推移は減少傾向にありましたが、令和 2 年（2020 年）以降再び増

加傾向に転じ、全国の自死で亡くなる方は毎年 2万人を超えている状況です。 

自殺対策の方向性は、厚生労働省が策定した「自殺総合対策大綱」により示さ

れていますが、その中で、地方自治体は「身近な行政主体」として自殺対策を推

進するものとされています。自殺総合対策大綱では、自殺に至る心理について

「『様々な悩み』が原因で心理的に追い詰められ、自殺以外の選択肢が考えられ

ない状態に陥っている」と示されているため、「身近な行政主体」が「悩みを抱

えている方を支援する」ための取組を行い、自殺対策を推進することが重要です。 

この計画を策定し、自殺対策を総合的に提示することは、「行政機関をはじめ

とする支援機関の職員が『自殺対策の取組を行っている』という自覚を持つこと」

や「市民に対して広く自殺対策の取組を周知すること」につながると考えていま

す。 

 
 

（自殺の危機経路イメージ図：出典『自殺実態白書 2013（ＮＰＯ法人ライフリンク発

行）』） 



 

2 

 

２ 計画の位置づけ 

この計画は、自殺対策基本法（平成 28年（2016年）4月 1日改正施行）及び

国の自殺総合対策大綱（令和 4年（2022年）10月 14日改定）等を踏まえたもの

であり、自殺対策基本法第 13条に基づく「市町村自殺対策計画」に位置づけま

す。 

なお、宝塚市総合計画、宝塚市地域福祉計画、及び健康たからづか 21との調

和の保たれたものとします。 

 

３ 計画の期間 

本計画の推進期間は令和 6年度（2024年度）から令和 10年度（2028年度）ま

での 5年間とし、「自殺総合対策大綱」の見直しが「概ね 5年を目途に行う」と

されていることから、その見直し内容を踏まえて概ね 5 年ごとに改定すること

とします。 

 

４ 計画の目標（数値目標） 

自殺対策基本法で示されているとおり「誰も自殺に追い込まれることのない

社会」の実現が目標ですが、第１期計画策定時の目標としては「自殺総合対策大

綱」や「兵庫県自殺対策計画」の数値目標と同様に、令和元年度（2019 年度）

から今後 10 年間で自殺死亡率（人口 10 万人対）を 30％以上減少させることと

なっており、現在 5年が経過したところです。 

（計画策定時の本市の自殺死亡率は平成 29 年（2017 年）の 16.22 となってお

り、それを 30％減少させた 11.35を目標とします。これを平成 29年（2017年）

の本市の人口で換算すると、目標とする自殺者減少数は 12人（年間 26人以下）

となります。） 

なお、5年後の計画見直し時に数値目標が未達成の場合には、現状や原因の分

析を行い、計画内容に反映させることとしていました。令和 4 年（2022 年）の

自殺者数は 24人となっており、数値目標は達成したと言えますが、今後も、自

死で亡くなる方が少しでも減少するよう自殺対策の取組は継続して行います。 
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５ 自殺の現状 

（１）本市における自殺の現状について 

本市における自殺の現状について、国が作成した「地域における自殺の基礎資

料」の自殺者数を参照し、下記のとおり示しました。本市は「４ 計画の目標（数

値目標）」で示したとおり、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を

目標としているため、年代等の属性に基づき分類したうえで、今後重点的な支援

を必要とする属性を示しています。なお、母数が比較的少ないこと等により、本

市のデータだけでは統計的な分析を行うことが難しい場合もあるため、全国的

な傾向等を踏まえて作成された「自殺総合対策大綱」等を活用することにより、

自殺対策が効果的に行われるように取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自殺者数の推移 

 

令和 2年（2020年）と令和 3年（2021年）については、新型コロナウイルス

感染症の流行時期であり、自殺者数は例年より多い状況でしたが、令和４年

（2022 年）は一転して減少しています。今後も減少傾向が続くよう、積極的に

対策を推進していきます。 
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表１ 自殺者数の推移（宝塚市）

自殺者数

「地域における自殺の基礎資料」の集計方法 

 

地域における自殺の実態に基づいた対策が講じられるよう、厚生労働省自殺対策推進室

が、警察庁から提供を受けた自殺データに基づき、全国・都道府県別・市区町村別自殺者数

について再集計しました。 

（出典：厚生労働省ホームページ「地域における自殺の基礎資料」の利用に当たって） 
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（３）男女別自殺者数 

 

自殺者数を男女別に見ると、毎年、男性の方が多い状況が続いています。令和

4年（2022年）については、ほぼ同数になっていますが、全国的には女性の自殺

者は増加傾向にあり、今後も推移を注視していく必要があります。 

 

（４）自殺死亡率の推移（全国、兵庫県との比較） 

（※自殺死亡率は人口 10万人対です） 

 

平成 29年（2017年）以降、全国や兵庫県の自殺死亡率と同水準もしくは低い

水準で推移しています。しかし、令和 4 年（2022 年）の自殺者数の減少が今後

も続いていくのか、経過を注視する必要があると考えており、引き続き自殺対策

を積極的に推進する必要があります。 
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表２ 男女比について（宝塚市）

男性 女性
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表3 自殺死亡率の推移（宝塚市）

兵庫県の自殺率

本市の自殺率

全国の自殺率
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（５）年代別の自殺者数の推移と割合 

（20歳代以下（0歳～29歳）、60歳以上の推移と割合） 

 

平成 30年（2018年）から令和 4年（2022年）までの 60歳代以上の自殺者数

の割合は、約 40％から 50％となっており、今後も「高齢者への支援」を重点施

策として、自殺者数の減少につながるよう取り組む必要があります。 

また本市において 20 歳代以下（0 歳～29 歳）の割合は、令和元年（2019 年）

以降は、右肩上がりとなっています。全国的に近年、若者の死因の１位が「自殺」

となっていることや、令和 4 年（2022 年）には小中高生の自殺者が過去最多に

なっていることなど、「子ども・若者への支援の推進」についても引き続き重点

施策とする必要があります。 
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表５ 年代別の自殺者数の推移（宝塚市）
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（６）同居人の有無 

 

各年の増減はありますが、5年連続で「同居人有」の人数が「同居人無」の人

数を上回っています。同居人がいても「悩み」を抱えたままになっていることも

考えられ、相談窓口の周知に加えて、周囲の人の「気づき」の力を高める必要が

あります。 

 

（７）有職者と無職者の割合 

 

「有職者」と「無職者」の割合は、全ての年において有職者の割合が低くなっ

ていますが、新型コロナウイルス感染症の流行が始まった令和 2 年（2020 年）

は「有職者」と「無職者」の割合の差は減少しました。しかし、令和 3年（2021

年）以降は、再びその差は大きくなっています。 

有職者については、パワーハラスメントが社会問題となっているほか、仕事の

失敗、職場の人間関係、雇用が不安定などの不安、悩みがストレスにつながって

いる可能性があり、支援は不可欠です。今後も重点施策として「勤務・経営問題

に関わる自殺に対する対策の推進」を図ることにより「有職者」の支援を行うと

ともに、「生活困窮者を支援する制度等と自殺対策の取組との連動性の向上」を

図ることにより「無職者」の支援を行う必要があります。 
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表６ 同居人の有無（宝塚市）

同居人有

同居人無
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表7 有職者と無職者の割合(宝塚市）

有職者

無職者



 

7 

 

（８）自殺未遂歴の有無 

 

本市の自殺未遂歴有の割合は 20％台で推移しており、積極的な未遂者支援が

必要と考えられます。医療機関を含めた関係機関による連携体制をより強化し、

ネットワークづくりにより、継続的な支援が提供できるよう推進します。 

 

（９）本市の自殺未遂者への支援 

集計を取り始めた令和 3年度（2021年度）から令和 5年度（2023年度）11月

末現在の自殺未遂者支援人数は、小計で 77人となっており、内訳としては女性

が 61人、男性が 16人となっています。年代は 40歳代が最も多く、次いで 10歳

代となっていますが、他の世代も 10歳代と大きく変わらない人数となっていま

す。 

また、最も少ないのは 60 歳以上で 5 人となっています。これは 60 歳以上の

方が自殺行為に及んだ際には、未遂に留まらず、既遂に至ってしまっているとい

うことも考えられるため、特に高齢者については、行為に及ぶ前に変化に気づき、

声を掛けていく必要があると考えています。また、男女別では約 8 割が女性で

あることが特徴的であり、女性に対する支援を充実させることが、自殺者の増加

防止に繋がるとも考えられます。 

一方で、中高年男性の自殺者が例年全国的に一番多いということを考えると、

男性は相談などの支援を求めにくい傾向にある、もしくは一度の自殺行為で既

遂に至ってしまっている可能性が高く、そういった男性への支援についても充

実させていく必要があると考えています。 

自殺未遂者への支援を行う際の連携先としては庁内の関係部署だけでなく、

医療機関、宝塚健康福祉事務所（保健所）、児童相談所、地域包括支援センター、

相談支援事業所などに拡がっており、専門職を中心とした継続的な支援を心掛

けています。 

 

21.2%
10.7%

28.2% 27.5%
20.8%

78.8% 78.6%

53.8%
67.5% 70.8%

0.0%
10.7%

17.9%
5.0% 8.3%

0.0%

50.0%

100.0%

平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

表8 自殺未遂歴の有無の割合（宝塚市）

有

無

不詳



 

8 

 

〇宝塚市自殺未遂者支援人数・男女別 

（令和 3年度（2021年度）から令和 5年度（2023年度）11月末現在 累計） 

男性 女性 計 

16人 61人 77人 

 

〇宝塚市自殺未遂者支援人数・年代別 

（令和 3年度（2021年度）から令和 5年度（2023年度）11月末現在 累計） 

10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 計 

15人 13人 10人 23人 11人 5人 77人 

 

（10）自殺の理由・動機 

 

平成 30年（2018年）から令和 4年（2022年）までの自殺者の理由・動機につ

いては、全国的な傾向と同様に「健康問題」が最も多く、続いて「家庭問題」「経

済・生活問題」となっています。 

それぞれの悩みに合わせた相談窓口が設置されているということを積極的に

周知し悩みを抱えている人や周りの人が相談できるように取り組む必要があり

ます。 

健康問題

53%

家庭問題

14%

経済・生活問題

14%

勤務問題

8%

男女問題

2%

学校

問題

2%

その他

3%

不詳

4%

表9 自殺の理由・動機（宝塚市）
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（自殺の危機経路イメージ図：出典『自殺実態白書 2013年（ＮＰＯ法人ライフ

リンク発行）』） 

 

６ 第１期計画の総括 

【令和元年度（2019年度）～令和 5年度（2023年度）】 

前述のとおり、令和 4 年（2022 年）の本市の自殺者数は 24 人となっており、

年間 26人以下としていた、第 1期計画当初の目標値を一時的に達成しています

が、引き続き自殺者ゼロを目指して取り組む必要があります。 

全国の自殺者数は、令和元年（2019年）まで減少傾向でしたが、令和 2年（2020

年）には増加に転じ、令和 4年（2022年）まで増加が続いています。本市でも、

令和 2 年（2020 年）に自殺者が増加したことは全国と同じ傾向でしたが、令和

3 年（2021 年）はほぼ同数で、令和 4 年（2022 年）には大きく減少しており、

全国の傾向とは異なっています。 

令和 2年（2020年）・令和 3年（2021年）に自殺者数が増加したことについて

は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響が少なからずあったのではないかと

推察しています。 

また、本市の特徴的で大きな数字となっている、60 歳以上の自殺者数につい

ては、全国では増加しているとはいえず、こちらも全国の傾向とは異なっていま

す。今後も、全国の傾向については、注視していく必要はありますが、本市の傾

向に合わせた対策が必要であると考えています。 
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７ 基本方針 

  この計画の基本方針は、「自殺総合対策大綱」で示されている「自殺総合対

策の基本方針」を踏まえ、本市が自殺対策を推進するために必要な「基本的な

考え」を示したものです。 

 

基本方針１ 自殺対策を「生きることの包括的な支援」として推進します 

（１）ひとりひとりの「生きることの阻害要因」を減らし、「生きることの促進

要因」を増やす取組を推進します。 

（２）社会全体の自殺リスクを低下させます。 

 

基本方針２ 関連施策との連携による総合的な対策を推進します。 

（１）様々な分野の生きる支援との連携を強化します。 

（２）地域共生社会の実現に向けた取組や生活困窮者自立支援制度などとの連

携を強化します。 

（３）医療、保健、福祉、教育等の各関係機関の連携を強化します。 

 

基本方針３ 自殺対策に係る個別の施策をレベルや段階に応じて整理し、推進

します。 

（１）「社会制度」「地域連携」「対人支援」の 3つのレベルがあることに着目し、

支援を推進します。 

（２）「事前対応」「自殺発生の危機対応」「事後対応」の 3つの段階があること

に着目し、支援を推進します。 

（３）「事前対応」より前段階の支援として、「ＳＯＳの出し方に関する教育」に

加えて、「子どものＳＯＳをしっかり受け止める」ための取組を推進しま

す。 

 

基本方針４ 実践と啓発を両輪として推進します 

（１）自殺は「誰にでも起こり得る危機」という理解を深めるための啓発を行い 

ます。 

（２）自殺や精神疾患に対する偏見をなくす取組を推進します。 

 

基本方針５ 関係者の役割の明確化と関係者による連携・協働を推進します。 
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８ 施策体系 

本市の自殺対策関連施策の整理にあたっては、国の「いのち支える自殺対策推

進センター」（旧自殺総合対策推進センター）が策定した「地域自殺対策政策パ

ッケージ」の考え方を参考に策定しています。それぞれの施策が重要であるため、

重要度に差がある訳ではありませんが、特に「10 重点施策」については重点的

に取り組む必要があると考えています。 

 

９ 基本施策 

国の「いのち支える自殺対策推進センター」（旧自殺総合対策推進センター）

によって「地域自殺対策政策パッケージ（平成 29 年（2017年）12 月策定）」

が作成され、このうちの基本パッケージには、「全国的に実施されることが望ま

しい施策群」が示されているため、これに沿って本市の基本施策を定めました。 

 

基本施策１ 地域におけるネットワークの強化 

（１）市役所内等のネットワークの強化 

（２）専門職が連携することによるネットワークの強化 

（３）地域の支援者等とのネットワークの強化 

 

基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成 

（１）市職員をはじめとした、様々な職種を対象とする研修 

（２）地域の支援者をはじめとした「市民」に対する研修 

 

基本施策３ 市民への啓発と周知 

（１）リーフレット等の作成と周知 

（２）講演会の開催 

（３）広報たからづかやホームページを活用した啓発活動 

（４）地域や学校と連携した情報の発信 

 

基本施策４ 生きることの促進要因への支援 

（１）居場所づくり 

（２）自殺未遂者等への支援 

（３）家族を自殺で亡くした遺族（自死遺族・自死遺児）等への支援 
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10 重点施策 

基本施策と同じく「地域自殺対策政策パッケージ」の重点パッケージや「自殺

総合対策大綱」の内容に基づき、「子ども・若者」「勤務・経営」「生活困窮者」

「高齢者」「障碍
がい

者（児）」「性的マイノリティ」に関わる支援を重点施策として

定めてきましたが、本計画から「女性」に関わる支援を新たに追加し重点施策と

して定めました。 

 

重点施策１ 子ども・若者への支援の推進 

（１）子ども・若者への支援を推進します。 

（２）児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育を推進します。 

（３）子どもの養育に関わる保護者等への支援体制を強化します。 

（４）児童生徒の健全育成に資する各種取組を推進します。 

（５）若年無業者への支援の充実を図ります。 

 

重点施策２ 困難な問題を抱える女性への支援の推進 

（１）産後うつや育児不安の状況 

（２）妊産婦期・乳幼児期の支援の充実を図ります。 

(３) 子どもの養育に関わる保護者等への支援体制を強化します。【再掲】 

 

重点施策３ 勤務・経営問題に関わる自殺に対する対策の推進 

(１) 労働者が問題を抱えたときに相談できる、労働問題相談を実施します。 

(２) 健康に安心して働くことができる環境づくりに向けた啓発を行います。 

 

重点施策４ 生活困窮者を支援する制度等と自殺対策の取組との連動性の向上 

（１） [生きることの促進要因」が増えるように支援します。 

（２） 支援に繋がっていない人を、早期に支援へとつなぐための取組を推進し

ます。 

（３）多分野の関係機関が連携・協働することを推進します。 
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重点施策５ 高齢者への支援の推進 

（１）高齢者向けの各種情報に関する周知を進めます。                    

（２）高齢者に対する支援者の「気づき」の力を高めます。  

（３）高齢者の「生きることの促進要因」が増えるように支援します。 

（４）高齢者を支える家族や介護者等の支援者に対する支援を推進します。 

（５）正しいメンタルヘルスの知識の啓発を行います。 

 

重点施策６ 障碍
がい

者（児）への支援の推進 

(１) 障碍
がい

者（児）と支援者向けの各種情報に関する周知を進めます。                     

(２)  障碍
がい

者（児）や家族に対する支援者のスキルアップを図ります。      

(３)  障碍
がい

者（児）が、安心して自分らしく暮らせるまちづくりを推進し、「生

きることの促進要因」が増えるように支援します。 

 

重点施策７ 性的マイノリティへの支援の推進 

（１）市民の理解促進と自分らしい生活の実現により、「生きることの促進要因」 

が増えるように支援します。 

（２）保育所 ( 園 )、幼稚園、学校における取組を推進します。 

（３）パートナーシップ制度を推進します。 
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11 自殺対策の推進体制等 

１ 自殺対策の推進体制 

（１）宝塚市自殺対策推進本部 

市長が本部長、副市長が副本部長を務め、庁内の全部局の長が委員となる推

進本部を設置します。本市の自殺対策が全庁的な取組となるように推進し、全

職員が自殺対策に携わっていると自覚するように取り組みます。推進本部の下

部組織として、宝塚市自殺対策庁内連絡会議を設置するものとします。 

 

（２）宝塚市自殺対策庁内連絡会議 

市役所内の自殺対策との関連性がある課の長が委員となる会議です。各課

の職員が横断的な取組を行うための具体的な体制整備を行います。また、自

殺対策における意見交換等を行い「解決に向けて優先して取り組むべき課題」

等の協議を行います。 

 

（３）作業部会（宝塚市自殺対策庁内連絡会議が設置） 

宝塚市自殺対策庁内連絡会議で協議された、「優先して取り組むべき課題」

の解決に向けた、より具体的な協議を行うために、必要に応じて作業部会を設

置します。「優先して取り組むべき課題」に応じて庁内の関係課職員が委員と

なり、必要に応じて、外部の関係機関職員も参加します。 

 

（４）宝塚市自殺対策推進会議 

自殺対策における知識経験者で構成され、宝塚市の自殺対策の推進について

意見や助言を求めるために設置します。 

 

（５）自殺対策推進におけるコーディネーター 

国が作成した「市町村自殺対策計画策定の手引き」には、「コーディネート

役を担う専任部署の設置や専任職員の配置」のページで「自殺対策の担当は、

対人支援の現場に詳しい保健師等と、一般職員とをバランスよく配置するこ

とが望まれます」と示されています。本市においても、保健師等と一般職員

（事務職員）が連携し、適切なタイミングで、対応ができるように、自殺対

策推進におけるコーディネーターの配置を検討します。 
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＜本部員＞ 

理事、技監、参事 

市長事務部局の部長、危機管理監及び消防長 

議会事務局長、教育長 

教育委員会事務局の部長 

上下水道事業管理者、上下水道局長 

市立病院副事業管理者、市立病院経営統括部長 

本部長（市長） 

副本部長（副市長） 

宝塚市自殺対策推進本部 

会長（福祉推進室長） 

＜委員＞ 

関係各課長 

 

宝塚市自殺対策庁内連絡会議 

作業部会 

関係課（関係機関）職員 

自殺対策推進会議 

 

＜外部委員＞ 

宝塚医師会 

宝塚健康福祉事務所 

支援団体 

学識経験者 

推進体制イメージ図 
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２ 策定の経過 

 

（１）宝塚市自殺対策庁内連絡会議 

 開催日 主な議題 

第１回 令和 5年（2023年） 

8月 1日 
自殺対策計画策定の方向性と今後のスケ

ジュールについて 

第２回 令和 5年（2023年） 

11月 1日 

自殺対策計画策定について（作業部会から

の報告・計画素案の承認） 

 

（２）宝塚市自殺対策庁内連絡会議計画策定作業部会経過 

 開催日 主な議題 

第１回 令和 5年（2023年） 

9月 4日 

事業の棚卸しについて庁内連携について

人材育成（研修）の方法について 

第２回 令和 5年（2023年） 

9月 12日 

重点施策における関係 3課での小委員会と

して実施 

第３回 令和 5年（2023年） 

10月 6日 

小委員会からの報告を含め、各事業内容等

の確認 

 

（３）宝塚市自殺対策推進会議経過 

 開催日 主な議題 

第１回 令和 5年（2023年） 

6月 14日 

自殺対策計画策定の方向性と今後のスケジ 

ュールについて 

第２回 令和 5年（2023年） 

10月 24日 

自殺対策計画策定に向けて（計画素案への

意見） 
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12 資料 

〇宝塚市自殺対策推進会議名簿（令和 5年（2023年）4月 1日現在）    

 氏  名 役  職  名 

委員 

（会長） 
富澤 宏輔 

大阪人間科学大学講師（精神保健福祉士・社会福祉士） 

 

委員 栗田 義博 
宝塚市医師会（医師） 

 

委員 弘中 照美 
（元）NPO法人自死をなくす会コアセンター・コスモス代表理事             

  

委員 澤井 登志 
一般社団法人メンタルさぽーたーずＬａｂｏ代表理事 

 

委員 野原 秀晃 
宝塚健康福祉事務所長兼宝塚保健所長（医師） 

 

 

〇宝塚市自殺対策庁内連絡会議（令和 5年（2023年）4月 1日現在） 

部  名  役  職  名 

企画経営部 市税収納課長、広報課長 

市民交流部 市民相談課長、国民健康保険課長、医療助成課長 

総務部 人材育成課長、人権男女共同参画課長 

健康福祉部 

地域福祉課長、高齢福祉課長、介護保険課長 

健康推進課長、障碍（がい）福祉課長  

基幹相談支援センター担当課長  

生活援護課長、せいかつ支援課長 

子ども未来部 家庭児童相談課長 子ども総合相談課長 

産業文化部 商工勤労課長、消費生活センター所長 

消防本部 救急課長 

学校教育部 学校教育課長、教育支援課長、青少年センター所長 

経営統括部 地域医療担当課長 
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